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平 成 ２ ６ 年 度 事 業 基 本 方 針

～ 成長する北海道を目指して ～

北海道商工会議所連合会

国は、アベノミクス「第三の矢」である日本再興戦略の実行を加速、強化する

ため、成長戦略の当面の実行方針を決定するとともに、国家戦略特別区域法はじ

め９つの関連法案を成立させた。

しかしながら、全国でアベノミクス効果による景気回復の動きが見えている一

方で、北海道では、業種や各地域への拡がりに欠け、実感として乏しいのが現状

である。

北海道は人口減少、少子高齢化が全国よりも早く進展し、このままでは、社会

基盤・経済基盤が揺らぎかねない危機的な状況が想定されることから、本連合会

では、昨年度「北海道成長戦略ビジョン」を策定したところである。引き続き、

具体的な地域戦略を検討するとともに、ビジョンに基づく提言を行い、その早期

実現に向けた取り組みに全力を傾注する。

本年度は、経済交流拡大や道産品の販路拡大、環境・エネルギービジネスの活

性化、高速交通ネットワークの確立等、９つの重点項目を設定した。

特に、政策提言活動においては、景気対策をはじめ、消費税の引き上げに伴う

円滑な価格転化対策、公共事業の持続的安定的確保、安全・安心の確保を前提に

泊発電所の再稼働による電力需給安定化対策の推進、新函館(仮称)開業を約２年

後に控えた北海道新幹線札幌延伸の工期短縮と高規格幹線道路網の早期完成等、

当面する諸課題の解決に向けて関係機関へ強く働きかけを行う。

また、中小企業対策では、起業やグローバル化の推進など、北海道の成長に必

要な次世代を担う若者や女性等、人材育成に向けた支援事業を強化する。

「食と観光」「環境・エネルギー」分野では、本道が持つ優位性を最大限に活

かし、観光客誘致をはじめ、従前にも増した製品開発や道外・海外への取引拡大

を推進するとともに、再生可能エネルギー等の利活用を促進し、新たな産業の創

出につなげていく。

一方、地域経済活性化の起爆剤となる冬季オリンピックの招致については、将

来の北海道を見据えた視点に立って、運動を展開する必要がある。

各地商工会議所においては、地域経済の先導役として、企業を応援し北海道経

済を牽引することが求められている。

以上の基本的認識のもと、全道４２商工会議所との連携をより強化し、成長す

る北海道を目指して、機動的な事業展開を行う。
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重 点 項 目

１．地域振興に即した政策提言活動の実施

２．中小企業経営安定化対策の強化

３．経済交流拡大・販路拡大に向けて

４．本道の特色を活かした環境･エネルギービジネスの活性化推進

５．高速交通ネットワークの確立

６．北海道観光の魅力・満足度向上に向けて

７．各地商工会議所の組織・運営基盤強化と連携支援

８．委員会活動の活性化

９．期成会等活動の推進
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平 成 ２ ６ 年 度 事 業 計 画

※：新規事業

１．地域振興に即した政策提言活動の実施

成長する北海道を目指し、北海道成長戦略ビジョンを踏まえた地域戦略の検討

を進めるとともに、地域振興に繋がる景気対策をはじめ、中小企業対策、まちづ

くり対策、社会資本整備、観光振興対策、環境・エネルギー対策等について、各

地商工会議所の意見集約、合意形成を図り、要望活動、政策懇談会、各種大会等

を通じ、国・道・関係機関等に対し政策提言活動を行う。

（１）要望活動の実施

① 景気対策に関する事項

・デフレ脱却・内需拡大に向けた実効ある経済対策の早期実施

・公共事業の持続的安定的確保

② 中小企業対策に関する事項

・消費増税に伴う円滑な価格転嫁対策の推進

・小規模企業振興基本法の早期制定

③ 社会資本整備・総合交通ネットワークに関する事項

・北海道新幹線札幌延伸の工期短縮、高速道路ネットワーク等の早期

整備

④ ＪＲ北海道の再生に関する事項

・安全輸送体制の早期確立・支援

⑤ 地域振興施策に関する事項

・地域の活性化プロジェクトへの支援等地域振興施策の推進

⑥ 観光振興対策に関する事項

・海外観光客の受入体制整備、道内空港のＣＩＱ体制整備、統合型リ

ゾートの誘致促進

⑦ まちづくり対策に関する事項

・関連制度の改正と支援制度の拡充、買い物弱者対策・商店街活性化

対策の推進

⑧ 環境・エネルギー対策に関する事項

・電力需給安定化、再生可能エネルギー等の導入

⑨ ＴＰＰ交渉に関する事項

・地域経済・一次産業への影響に十分配慮した適切且つ慎重な対応
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⑩ 北海道開発体制の維持・強化に関する事項

・北海道開発予算の一括計上制度の維持、国土交通省北海道局・北海

道開発局の存続

⑪ 防災・災害リスクに対する機能分散化に関する事項

・北海道のバックアップ拠点化の推進、気候特性を活かした産業・企

業の誘致推進

⑫ 地域医療体制の充実・強化に関する事項

・医師・看護師等の確保・養成、救急医療体制の充実・強化

⑬ 人材育成に関する事項

・起業家・女性人材・グローバル人材の育成促進

※（２）「北海道成長戦略ビジョン」を踏まえた地域戦略の検討

各地でのフォーラム・意見交換会等の開催

先進地・先進技術視察会開催

(仮称)北海道を成長させるワーキンググループの設置

（３）政策懇談会の開催

北海道選出国会議員、北海道知事・副知事・部長、北海道議会議員等と

の懇談会の開催

（４）道内・東北との大会の開催

全道商工会議所大会(６月２７日・２８日網走市)、北海道・東北商工会

議所連絡会議(９月３日小樽市)等の開催

（５）地域経済動向調査の実施

２．中小企業経営安定化対策の強化

消費税率の引き上げに伴い、円滑な価格転嫁に向けて、中小企業モニタリング

調査を実施するとともに、各地商工会議所が実施する消費税転化対策事業への支

援を行う。

また、次世代を担う人材の育成に向けて、起業・事業承継を促進する「戦略経

営塾」を開催する他、買い物弱者対策や商店街活性化対策等について事例研究会

を行う。

※（１）消費税率引き上げに伴う価格転嫁対策の推進

円滑な価格転嫁に向けた中小企業モニタリング調査の実施、各地商工会

議所対策事業への支援
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※（２）次世代を担う人材育成の推進

起業・事業承継人材育成に向けた「戦略経営塾」の開催、国際化に向け

た海外学生交流制度の検討

（３）まちづくり対策の推進

買い物弱者対策、商店街活性化対策の推進、事例研究会等の開催

（４）中小企業の経営・資金繰り対策支援

コンサルタント等の派遣支援、北海道事業引継ぎ支援センター、北海道

中小企業再生支援協議会等との連携による支援

３．経済交流拡大・販路拡大に向けて

優位性が高い北海道の「食」産業分野の成長を図るため、製品のみがきあげに

よる販売競争力の向上と、展示商談会等による道内外に向けた販路拡大に取り組

むとともに、北海道新幹線の開業に向け東北地域との交流を拡大し、地域産業の

活性化を図る。

（１）地域産品の発掘・みがきあげの促進

販売競争力の強化に向けた専門家・アドバイザーによる個別商品の「み

がきあげ」相談会等の開催

（２）道内外に向けた販路開拓・拡大の推進

スーパーマーケット・トレードショー等道内外の展示会・商談会への出

展による販路開拓・拡大の推進、道産ワイン等地産地消の推進

（３）東北地域との交流の拡大

東北グルメＬＩＶＥ等北海道新幹線開業に向けた交流イベントの開催、

ビジネスマッチ東北(仙台)への出展等、東北地域とのビジネスマッチング

の推進

（４）国際化・海外市場開拓への支援

アジア、極東ロシア等に向けた中小企業の市場開拓を支援

アジアに向けた国際物流システムの構築推進

※ ロシアとのビジネス交流Ｗｅｂサイトの設置検討
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４．本道の特色を活かした環境･エネルギービジネスの活性化推進

本道の特色を活かした環境・エネルギー関連製品の販路開拓や新製品開発を推

進するとともに、再生可能エネルギー等の地産地消による利用拡大を推進するた

め、セミナーや視察会等普及啓発活動を実施する。

また、北海道環境マネジメントシステムスタンダード等の普及拡大を図るとと

もに、電力需給安定化に向けた節電啓発活動や中小企業者に対する全道商工会議

所エコ宣言行動の推進を図る。

※（１）環境･エネルギー分野の製品開発、販路開拓・拡大の推進

本道の特色を活かした環境・エネルギー関連製品の開発推進と道内外へ

の販路開拓拡大支援、再生可能エネルギーの地産地消による利用拡大を推

進

（２）「北海道環境マネジメントシステムスタンダード」及び「エコアクショ

ン２１」の普及促進

普及セミナーの開催、個別企業訪問等による普及促進

（３）環境行動の推進

電力需給安定化に向けた節電啓発活動、全道商工会議所エコ宣言行動の

推進、エネルギー関連施設視察会等の開催、北海道グリーン・コミュニテ

ィ推進ネットワーク事業の推進

５．高速交通ネットワークの確立

広域分散型社会である北海道において不可欠な高速交通基盤である、北海道新

幹線の新函館（仮称）駅までの開業対策並びに札幌延伸の工期短縮と、高規格幹

線道路網の早期完成に向けた活動を展開する。

また、道内空港の滑走路延長等の整備促進・空港機能の高度化を推進するとと

もに、空港経営改革への対応、利用促進に向けたＰＲ活動、国際線誘致活動を促

進する。

（１）北海道新幹線の新函館（仮称）駅までの開業対策並びに札幌延伸の工期

短縮の推進

新函館（仮称）開業に向けた機運醸成と開業後対策の推進

札幌までの早期開業に向けた機運醸成と関係機関等への働きかけ
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（２）高規格幹線道路ネットワークの早期完成の推進

高速道路関連有識者との意見交換会・フォーラムの開催

※ 高規格幹線道路や地域高規格道路等物流を担う交通ネットワークの整備

促進、追加インターチェンジ(スマートインターチェンジ等)の設置推進

（３）道内空港の維持・存続並びに整備促進・利用促進

※ 北海道新幹線開通に伴う道内航空路線の新設・再開の推進

※ 道内空港の滑走路延長等の整備促進・空港機能の高度化の推進

道内空港の利用促進・航空路線の誘致推進、空港経営改革への対応

※（４）国際バルク戦略港湾に選定された釧路港等道内港湾の整備促進並びに物

流拠点の整備促進

６．北海道観光の魅力・満足度向上に向けて

来道観光客数の一層の拡大に向けて、観光需要のさらなる拡大が見込まれるア

ジア等に対する、観光客の受入態勢の整備を図るとともに、滞在型観光コンテン

ツの開発を促進する。

また、本道の冷涼な気候を活かして、東京オリンピック等の国際大会における

スポーツ合宿等の誘致や冬季オリンピック招致に向けた運動を展開する。

（１）ホスピタリティの向上による観光客受入態勢の整備

北海道観光マスター検定、外国人観光客増加に伴う語学・おもてなし講

座の開催

※ ハラール対応講座の実施

※ 道路標識・看板等の案内表示やＷｉ－Ｆｉ対応に関する調査・提言

空港ＣＩＱ体制の整備促進

（２）滞在型観光等コンテンツの開発促進

セカンドハネムーン旅行商品の開発

※ メディカル・ツーリズムの普及啓蒙と講演会の開催

自転車周遊観光実験事業等の実施

（３）観光客の誘致促進

※ 東京オリンピック等国際大会に向けた会議・スポーツ合宿等の誘致促進

※ 冬季オリンピック招致に向けた運動の展開

※ ＩＲ推進協議会への参画
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７．各地商工会議所の組織・運営基盤強化と連携支援

各地商工会議所の組織力強化を図るため、商工会議所の魅力発信に向けた企画

・広報研修会等職員の資質向上研修の強化、青年部・女性会の組織化推進と活動

支援等を行う。

また、巡回相談の実施や共済事業による事業収入拡大、新たな会員向けサービ

ス事業の検討など運営基盤の強化を推進するとともに、本連合会及び商工会議所

間の広域連携事業を促進する。

（１）商工会議所の組織力強化

職員資質向上研修等の実施、情報提供の強化、青年部・女性会の組織化

推進と活動支援

（２）商工会議所の運営基盤強化

商工会議所に対する巡回相談の実施、経営改善普及事業等の推進に必要

な予算確保と事務局長設置要件の緩和、共済制度の加入促進、新たなサー

ビス事業の検討

（３）商工会議所間の連携促進

道商連・各地商工会議所間における情報の共有化と広域連携事業の促進

８．委員会活動の活性化

政策提言活動の強化と事業の実効力等を高めるため、有識者、専門家等を積極

的に活用し委員会活動の活性化を図る。

（１）第３０期各委員会主要活動

① 政策委員会

・政策提言の検討と国等関係機関への要請活動

・新幹線早期開業・空港経営改革・ＴＰＰ等政策課題への対応

② 産業振興委員会

・北海道の特色を活かした地域産業の強化

③ 中小企業委員会

・新規創業、事業承継等による起業家育成とまちづくり対策の推進

④ 観光振興委員会

・観光の国際化への対応強化とメディカルツーリズムの普及啓蒙
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⑤ 地域開発委員会

・北海道成長戦略ビジョンを踏まえた地域戦略の検討と高速道路・空港

等の道内交通ネットワークの整備促進

⑥ 国際経済交流特別委員会

・経済ミッション派遣等によるアジア圏等との貿易取引の促進

⑦ 環境対策特別委員会

・地域特性を活かした再生可能エネルギーの利用拡大と環境・エネルギ

ービジネスの推進

⑧ 地域主権推進特別委員会

・道州制･地域主権に関する情報収集・調査・検討

・特区制度活用、規制制度改革等の調査・検討

⑨ 運営委員会

・各地商工会議所の組織力強化への支援

９．期成会等活動の推進

北海道経済の活性化を図るため、本連合会に事務局を置く期成会等の活動を積

極的に推進する。

（１）北海道新幹線建設促進期成会

（２）北海道高速道路建設促進期成会

（３）新千歳空港建設促進期成会

（４）北海道地域航空推進協議会

（５）北海道エネルギー対策協議会

（６）北海道産業団体協議会

（７）北海道商工会議所青年部連合会

（８）北海道商工会議所女性会連合会

（９）日本珠算連盟北海道ブロック協議会

（10）エコアクション２１地域事務局北海道

（11）北海道グリーン・コミュニティ推進ネットワーク※


